
１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の競争試験による採用状況（平成29年度） （単位：人）

（注） 平成29年度中の採用試験の状況（平成30年４月１日以降採用者も含みます）

（２）職員の退任状況（平成29年度） （単位：人）

（注） 医師は除く

（３）職員数の増減（各年４月１日現在） （単位：人）

（注） １　職員数は正規職員（臨時職員除く）の人数です。

　 　　２　[    ]内は、条例定数の合計です。

（４)年齢別職員構成の状況（平成30年４月１日現在）

２　職員の人事評価の状況

（注） 平成28年４月１日より導入しています。
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３　職員の給与の状況

（１）人件費等の状況（平成29年度）　

（注） 人件費には共済費、退職手当負担金、議員委員に支給される報酬等を含み、臨時職員賃金は含みません。

（２）職員給与費の状況（平成29年度）　

（注） １　職員手当には退職手当を含みません。

       ２　職員数は、議員・委員を含みません。

（３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成30年４月１日現在）

　　　　　一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

１ 　「平均給料月額」とは、平成30年4月1日現在における職員の基本給の平均です。

２

　　　　

（４）職員の初任給の状況（平成30年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円
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　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額
を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

国
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（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成30年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注） 当該階層の職員が3人以下の場合は、近似の階層の職員を含めた平均額です。

　　　 尚、近似の階層にも該当がない場合は、－印で示しています。

（６）一般行政職の級別職員数等の状況

　　一般行政職の級別職員数の状況（平成29年４月１日現在）　一般行政職の級別職員数の状況（平成30年４月１日現在）

　　　　　　　　％

（注） １　隠岐広域連合の給与条例に基づく給料表の級別区分による職員数です。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

合計
　　　　　　　　人

６　　級
事務局長、課長、室長、事務部長、
課長補佐、室長補佐、係長、主幹

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％
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－ －
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（７）職員の手当の状況

　① 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成29年度） １人当たり平均支給額（平成29年度）

千円 千円

（平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分　（ ）月分 （ ）月分　（ ）月分 （ ）月分　（ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注） １　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（注） ２  支給割合は、人事院勧告及び県人事委員会勧告を踏まえ見直ししています。

　② 退職手当（平成30年４月１日現在）

 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年  （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

 勤続２０年 月分 月分  勤続２０年 月分 月分

 勤続２５年 月分 月分  勤続２５年 月分 月分

 勤続３５年 月分 月分  勤続３５年 月分 月分

 最高限度額 月分 月分  最高限度額 月分 月分

 その他の加算措置  その他の加算措置

 1人当たり平均支給額（平成29年度実績）　　　 千円

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　　役職加算　5～10％

 高齢等退職希望者募集要綱の加算措置(50歳～59歳)（2～20％加算）

24.586875

33.27075

47.709

47.709

24.586875

33.27075

47.709

47.709

1.8

0.85

国

39.7575

1.45

19.6695

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　　役職加算  　　5～20％
     管理職加算10～25％

47.709

19.6695

28.0395

- 0.9

39.7575

5,202

隠岐広域連合

-

隠岐広域連合

1.25

 定年前早期退職特例措置（2～45％加算）

1,556

2.401.80

―

1,532

島根県

2.602.60

19.669519.6695

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　　役職加算　   5～20％
     管理職加算15～25％

47.709

39.7575

1.65

28.0395

国
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　③ 特殊勤務手当（平成30年４月１日現在）

(1) 支給実績（平成29年度実績） 千円

(2) 支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度実績） 円

(3) 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度実績） ％

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12 医師

13

15

16

緊急搬送同乗手当
隠岐病院に勤務する医師が本土医
療機関への緊急患者搬送において
航空機等に同乗した時

1回につき30,000円

災害発生時及び行方不明者の捜索
その他消防長が認める作業に従事し
た時

１当務につき２００円

左記職員に対する支給単価

診療に従事した時

消防職員

救急救命士

災害出動手当

救急救命士以外の消防職員

主な支給対象業務主な支給対象職員

月額100,000円

手当の名称

消防職員

医師

レントゲン技師 レントゲンの撮影、透視の作業した時

分娩に立ち会い分娩管理に従事した
時

離島薬剤師医療従事手当 薬剤師 離島の病院で医療に従事した時

夜間特殊業務手当

診療手当

火災出動手当 火災消火に出動した時

午後１０時から午前５時までの間に消
防長が認める通信業務に従事した時

勤務１回につき２００円

勤務１回につき３００円

勤務時間外の重傷患者の診療等に
従事した時

分娩手当 医師又は助産師

救急作業に出動した時救急出動手当

消防職員

勤務１回につき３１０円

レントゲン作業従事手当 月額5,000円

135,944

離島の病院で診療その他医療に従
事した時

月額150,000円

１時間につき4,000円

深夜（午後10時から翌日午前5時）ま
で看護等の業務に従事した時

１回9,000円
（時間数により減額有）

１日につき120円看護師、准看護師結核患者看護手当

救急業務手当 隠岐病院職員
勤務時間外の救急業務に従事した
時

医師及び管理職員１時間2,000
円
その他の職員1時間800円

１勤務日につき２００円

防疫作業等従事手当

結核患者の看護に従事した時

月額50,000円

１件につき20,000円

研究手当

医師

１日につき120円又は150円

夜間看護手当 保健師、助産師、看護師、准看護師

医師 月額30,000円

離島医師医療従事手当 医師

職員
感染症（法で指定）の患者の看護又
は病菌の処理、一定時間従事した
時、患者輸送車を運転した時

特別診療手当

620,749

89.8

14
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　④ その他の手当（平成30年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

（注）１　支給職員一人当たり平均支給額は、給与実態調査の数値です。

時間外勤務手当
時間外勤務の勤務時間数×勤務1時
間当りの給与額×125/100～150/100

同じ 49,579 308,400

13,324

918,000

240,000

内容及び支給単価

（平成29年度実績）

2,400,000

同じ

103,200

平均支給年額

交通機関利用者
　最高支給限度額　55,000円
交通用具（自動車等）利用者
　2㎞～25km以上　4,000円～27,400円

同じ

国の制度
との異同

12,976

支給実績
（平成29年度実績）

268,800

支給職員1人当たり

住居手当

手　当　名
国の制度

と異なる内容

課長級　定額　41,600円～49,900円
医師　20％～25％

23,405

交通用具の区分
及び距離の区分
が異なる

異なる

借家・借間居住者
①家賃23,000円以下の場合
　家賃-12,000円
②家賃23,000円を超える場合
　11,000円+(家賃-23,000円)×1/2

扶養手当

管理職手当

率が異なる

初任給調整手当

異なる

医師、歯科医師等採用の困難な職種
に支給　月額15,000円～200,000円

異なる

夜間勤務（午後10時から翌午前5時ま
で）の勤務時間数×勤務１時間当りの
給与額×25/100

異なる
１時間当りの給
与額算出方法が
異なる

夜間勤務手当

420,000

支給対象及び支
給額が異なる

休日勤務手当
休日勤務の勤務時間数×勤務１時間
当りの給与額×135/100～160/100

異なる

隠岐郡外に派遣勤務時及び島前島後
間の異動時　給料の80/100上限

85,200

12,715特地勤務手当

支給対象及び支
給額が異なる

異なる

医師　30,000円
看護師　7,200円

異なる 単価が異なる

配偶者　10,000円　子　8,000円
配偶者以外の扶養親族　6,500円
配偶者の無い場合の一人　10,000円
特定期間（満16歳年度初めから満22
歳年度末）の子の加算　5,000円

36,806

45,600

13,939

宿日直手当 16,256

217,200

1,248,000

通勤手当

15,998
１時間当りの給
与額算出方法が
異なる
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４　特別職の報酬等の状況（平成30年４月１日現在）

給
料

　月額 円

期
末
手
当

（算定方式）
  530,000円×在職年数×243/100
（1期の手当額） （支給時期）
　5,151,600円 　 任期毎

５　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１） 勤務日　　月曜日～金曜日

（２） 勤務時間　　午前８時30分～午後５時15分

（３） 休憩時間　　午後０時00分～午後１時00分

※勤務部所（病院等）では、交代制勤務により上記とは異なる勤務時間が適用される場合があります

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分者数（平成29年度実績）

1 人 0 人 4 人 0 人 5 人

（２）懲戒処分者数（平成29年度実績）

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

７　職員の服務の状況

（１）地方公務員の服務規律の概要

　すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務することと、全力を挙げて職務の遂行に専念しなければならない

ことを根本原則としています。

　具体的には、法令や上司の職務上の命令に従う義務、信用を傷つけたり不名誉な行為の禁止、秘密を守る義務、職務に専念

する義務、政治的行為の制限、ストライキなどの争議行為の禁止、営利企業に従事することなどの制限などです。

（２）服務規律確保のためにとった措置の概要

　職員に対して文書により服務規律の確保を喚起するとともに、所属長による管理監督の徹底を図り、職員が高い倫理観のもと

適正に職務を遂行するよう取り組みました。

（３）営利企業等の従事の状況

　従事した事実はありません。

８　職員の休業の状況

4 人 1 人 3 人

7 人 7 人 0 人

0 人 0 人 0 人

休職等の種類 取得者数 内）女性数 内）男性数

私傷病による休職

育児休業

部分休業

退
職
手
当

副 広 域 連 合 長

副 広 域 連 合 長

免職 合計

処分者数

区分

区分

処分者数

降任 免職

減給 停職

報 酬 額 等区 分

副 広 域 連 合 長 530,000

 2.95月分

休職 降給 合計

戒告
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９職員の退職管理の状況

　地方公務員法第38条の２及び職員の退職管理に関する規則の規定による、再就職者からの要求又は依頼を受けた職員による

届出については、０件でした。

１０　職員の研修の状況

（１）職場研修（平成29年度実績）

　職場研修では、職員一人一人の能力開発と組織の活性化を図るため、島根県自治研修所での研修を始め、各所属所において

研修を実施しています。ここでは、島根県自治研修所での受講者数をお知らせします。

新規採用職員研修 1 人

管理監督者第Ⅰ課程研修（新任係長研修） 1 人

管理監督者第Ⅲ課程研修（新任課長研修） 0 人

中堅職員研修 1 人

中堅職員等必修選択研修 4 人

（２）派遣研修（平成29年度実績）

　派遣研修では、行政の専門的知識を習得し職場へのフィードバックを図るため、隠岐の島町に職員を派遣しました。

隠岐の島町（福祉課） 1 人

１１　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）公務災害補償の認定状況（平成29年度実績）

地方公務員災害補償基金 0 件

（２）健康診断実施状況（平成29年度実績）

定期健康診断 172 人

人間ドック 72 人

（３）健康管理研修会等（平成29年度実績）

メンタルヘルス研修会 4 回

（４）福利厚生事業（平成29年度実績）

職員厚生会　島まつりパレード参加 1 回

職員厚生会　ソフトバレー大会 1 回

※その他、島根県市町村職員共済組合及び互助会による短期・長期給付事業、福祉事業が実施されています。

（５）勤務条件に関する措置の要求の状況

平成29年度中の措置要求はありません。

（６）不利益処分に関する不服申し立ての状況

平成29年度中の不服申し立てはありません。

希望者

希望者

区　分 対象者

対象者区　分

区　分

実施回数

全職員

希望者

全職員

実施回数対象者

受診者数

受講者数

派遣者数

研　修　名

派　遣　先

1,821

255 千円

互助会名

島根県市町村職員互助会

隠岐広域連合職員厚生会

公費負担額
（平成29年度決算額）

事業の概要・目的

市町村職員の相互救済及び福利厚生の増進を図る為、医療費給付、
公務災害見舞金、施設利用助成等を行うものです。

職員の健康保持及び親睦を図るため、イベントの企画や行事への参加
を行うものです。

千円

件　数区　分 内　容
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